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そもそも多文化共生って何？



多文化共生とは・・・

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違い
を認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社
会の構成員として共に生きていくこと

（2006年3月総務省「多文化共生の推進に関する研究会報告書」より）
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国の動き
1980年代後半から、「国際交流」と「国際協力」を柱として、地域の国際化を
推進。

↓

1990年の入管法改正以降、製造業などが盛んな地域における、日系南米人
の集住が顕著になり、自治体では様々な課題に直面。

↓

2006年総務省が「地域における多文化共生推進プラン」を示し、全ての地方
公共団体に多文化共生の推進に係る指針・計画を策定し、地域における多文
化共生の推進を計画的かつ総合的に実施するよう要請した。



プラン策定後の社会経済情勢の変化



外国人住民数等の動向
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在留資格等別在留外国人数の推移



年齢別在留外国人数（2,933,137人：2019年末時点）
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20～30代が多い



日本の人口推計（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成29年推計)を基に作成



外国人のさらなる受入れ拡大の動き

2019年4月に、深刻化する人手不足の分野において、一定の専門
性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れるため、新たな在留
資格「特定技能」を創設した。

政府は「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」を2018
年12月25日に策定し、その後、2019年6月、12月と改訂を重ね拡充
している。



地域における多文化共生推進プラン（改訂）

総務省は、2006年「地域における多文化共生推進プラン」策定後
の社会経済情勢の変化等を踏まえ、2020年8月に「地域における多
文化共生推進プラン（改訂）」を策定した。

今後、全国各地において外国人住民の更なる増加が見込まれる
中、地方公共団体において、地域の実情に応じて、多文化共生の
推進に係る指針・計画を策定し、多文化共生施策に取り組むことを
呼び掛けている。



松本市の取組み



突然ですが、クイズです！



松本市の外国人住民数は何人？
① 37,533人

② 4,111人

③ 1,113人

※ いずれも2019年12月末時点

※ ちなみに同時点の松本市内総人口は、238,737人



正解は・・・

① 37,533人（長野県：県内人口の1.80％）

② 4,111人（松本市：市内人口の1.72％）

③ 1,113人（白馬村：村内人口の11.74％）

※ いずれも令和元年12月末時点

※ ちなみに同時点の松本市内総人口は、238,737人

全国で18番目

県内1位！！

割合では県内1位
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松本市の在留外国人数の推移

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

4,089人 3,621人 4,111人

2008年のリーマン・ショックとその後の景
気後退により、減少傾向が続くも、2015年を
境に増加傾向が続いています。

市内外国人住民数推移



国・地域別
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技能実習生を中心としたベトナム出身者の急増

64カ国の人が在住



在留資格別

永住者
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松本市の多文化共生施策



第２次多文化共生推進プラン（2016年～2020年）

支援から、外国人住民の活躍推進と地域づくりにつなげる

各分野の
施策
＜４３施策＞

６つの
方向性 市民との協働 課題の共有と役割の分担

プランの進行管理 市民による議論 社会参画に対する位置付け

⑴ コミュニケーション支援

ア 情報の多言語化と

キーパーソン活用

＜５施策＞

イ 日本語及び日本社会

に対する学習支援

＜４施策＞

⑵ 生活支援

ア 防災 ＜４施策＞

イ 子どもの育成

＜１６施策＞

ウ 労働環境 ＜４施策＞

エ 医療・保健 ＜３施策＞

⑶ 「多文化共生」の地域づくり

ア 地域社会に対する意識啓発

＜３施策＞

イ 外国人住民の自立と社会参画

＜４施策＞

４つの

基本理念
「同じ」を共有し

「ちがい」を認め合う

「多様性」を活力

に変える

地域づくりに

つなげる

プランの体系

キーパーソンの活用

「人権」の視点

から考える



〇コミュニケーション支援

多言語生活ガイドブックの作成、庁内文書の翻訳、通訳者派遣、

日本語学習支援 など

〇生活支援
防災ハンドブックの作成、防災訓練への外国人住民の参加、

子ども日本語教育センターによる支援 など

〇多文化共生の地域づくり

交流の機会づくり・意識啓発（料理教室、フォーラム）

出前講座 など



松本市の外国人住民の支援拠点

〇休館日 毎月第２・４水曜、年末年始

〇開館時間

平 日 午前９時～午後１０時

土・日・祝 午前９時～午後５時

〇対応言語 やさしい日本語、英語、中国語、
ポルトガル語、タイ語

多文化共生プラザ （Ｈ２４開設）

プラザの４つの機能



日本人・外国人キーパーソンとは・・・

キーパーソンとは、次の一つでも実施していただける人

①知っている外国人や近所の外国人に、市の情報などを教
えてくれる人
②困っている外国人を「多文化共生プラザ」につなげてく
れる人
③普段から外国人とコミュニケーションをとってくれる人
④災害時に、日本語がわからない外国人を支えてくれる人



キーパーソン・ネットワーク（イメージ）



キーパーソン・ネットワーク形成の目的

外国人住民 KP
困りごと

多文化共生プラザ
（行政の窓口）

生活情報



これから



2019年松本市多文化共生実態調査より
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(A) 外国人住民と日本人住民は、ふだんから交流して、

文化や価値観を相互に尊重し生活するのがよい

(B) 外国人住民と日本人住民は、それぞれ離れて、自分
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(A)に近い やや(A)に近い どちらともいえない

やや(B)に近い (B)に近い 無回答

(%)

日本人・外国人住民ともに、住み分け志向より、多文化
共生志向が強いことが分かりました。

一方で、
ふだん外国人と何らか
の関わりがある日本人
住民は、半数。

半数の日本人住民は、
外国人と関わる・交
流の機会がない。



多文化共生社会の実現に向けて

多文化共生の取り組みの認知率向上

地域での交流の機会を創出し、住民間の相互理
解促進

多様化する国籍、在留資格に対応する情報発信

➡やさしい日本語の普及・活用

受入れ環境充実による定住支援 など



スライド資料は、以上です。


